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（１）損益概況 
        参考： 

前第１四半期 

（20 年４月～6 月） 

進捗率

（通期比）

当第１四半期

（21 年４月～6 月）

進捗率

（通期予想比）
前年同期比  前年度 

（20 年 4 月～21 年 3 月）
 

金額 

（百万円） 

比率 

（％）

金額 

（百万円）

比率 

（％）

増減額 

（百万円） 

増減率 

（％） 

 金額 

（百万円） 

売 上 高 79,495 23.3 81,521 23.3 2,025 2.5  341,279
売 上 原 価 56,517 58,129 1,611 2.9  240,854
売 上 総 利 益 22,977 23,392  414 1.8  100,425
（売上総利益率） 28.9% 28.7%  △0.2P   29.4%
販売費及び一般管理費 13,118 13,438  320 2.4  50,711
営 業 利 益 9,859 19.8 9,953 23.1 93 1.0  49,713
（ 営 業 利 益 率 ） 12.4% 12.2% △0.2P   14.6%
営業外損益（ネット） 1,055 906  △148 △14.1  2,017
経 常 利 益 10,915 21.1 10,860 24.7 △54 △0.5  51,731
特別損益（ネット） △348 △296 51 －  △7,549
四半期（当期）純利益 6,051 24.7 6,124 25.0 73 1.2  24,513
1 株 当 た り 四 半 期 
（当期）純利益 ( 円 ) 30.63 24.4 31.48 25.0 0.85 2.8  125.54

 
 
 
 

 

 

 

 

 企業の情報システム投資に対する慎重な姿勢は変わらず、情報サービス産業を取り巻く環境も厳しい状況が続いた。 

 売上高は、証券業向けが落ち込んだものの、保険業やサービス業、製造業向けが増加し、815 億円となった。 

 売上原価が、効率化によりシステム運用における外部委託費が減少したものの、ソフトウエア投資の償却費が増加したた

め、581 億円となり、売上総利益は 233 億円となった。売上総利益率は前年同期の 28.9%から 28.7%へと 0.2 ポイント悪化し

た。 

 販売費及び一般管理費が 134 億円となり、営業利益は 99 億円となった。営業利益率は 12.4%から 12.2%へと 0.2 ポイント悪

化した。 

 経常利益は、受取利息が減少したこともあり、108 億円となった。 

 四半期純利益は 61 億円となり、1 株当たり四半期純利益は 31.48 円となった。 
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（２）業種別売上高 
  参考： 

 前第１四半期 

（20 年４月～６月）

当第１四半期 

（21 年４月～６月）
前年同期比  

前年度 

（20 年４月～21 年３月）

 金額 構成比 金額 構成比 増減額 増減率  金額 構成比

 （百万円） （％） （百万円） （％） （百万円） （％）  （百万円） （％）

 証 券 業 32,774 41.2 31,100 38.1 △1,674 △5.1  132,460 38.8
 保 険 業 9,129 11.5 13,402 16.4 4,273 46.8  50,161 14.7
 銀 行 業 6,039 7.6 6,532 8.0 492 8.2  25,672 7.5
 そ の 他 金 融 業 7,351 9.2 6,034 7.4 △1,316 △17.9  28,621 8.4
金融サービス業 55,295 69.6 57,069 70.0 1,774 3.2  236,915 69.4
流 通 業 10,843 13.6 10,594 13.0 △249 △2.3  42,925 12.6
そ の 他 産 業 等 13,356 16.8 13,857 17.0 501 3.8  61,438 18.0
合 計 79,495 100.0 81,521 100.0 2,025 2.5  341,279 100.0

※１．主な相手先別の売上高 

野村ホールディングス㈱ 23,545 29.6 22,563 27.7 △982 △4.2  97,240 28.5

㈱セブン＆アイ・ホールディングス 9,500 12.0 9,797 12.0 296 3.1  38,183 11.2
原則として、相手先の子会社向けの売上高を含めています。 

※２．リース会社等を経由した販売については、最終的にサービス等の提供を受けた顧客向けの売上高に含めています。 

  金融サービス業向けは、証券業向けが落ち込むなか保険業向けが伸び、570 億円となった。 

 流通業向けは 105 億円となった。 
 その他産業向けは、サービス業や製造業向けが伸び、138 億円となった。 
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（３）セグメント情報 

 

コンサルティングサービス 
  参考： 

 前第１四半期 

（20 年４月～６月） 

当第１四半期 

（21 年４月～６月） 
前年同期比 

 前年度 

（20 年４月～21 年３月）

 金額 構成比 金額 構成比 増減額 増減率  金額 構成比

 （百万円） （％） （百万円） （％） （百万円） （％）  （百万円） （％）

売 上 高 7,380 9.3 6,336 7.8 △1,044 △14.1  32,866 9.6
営 業 利 益 509  △376 △886 －  4,126
営 業 利 益 率 6.9%  △5.9% △12.8P   12.6%

 ※構成比は、連結売上高に対する割合を表示しています。 

 
 
 
ＩＴソリューションサービス 
  参考： 

 前第１四半期 

（20 年４月～６月）

当第１四半期 

（21 年４月～６月）
前年同期比 

 前年度 

（20 年４月～21 年３月）

 金額 構成比 金額 構成比 増減額 増減率  金額 構成比

 （百万円） （％） （百万円） （％） （百万円） （％）  （百万円） （％）

 開発・製品販売 32,513 40.9 30,638 37.6 △1,875 △5.8  144,249 42.3
 運用サービス 37,083 46.6 42,314 51.9 5,230 14.1  148,985 43.7
 商 品 販 売 2,517 3.2 2,231 2.7 △285 △11.3  15,178 4.4
売 上 高 72,114 90.7 75,184 92.2 3,070 4.3  308,413 90.4
営 業 利 益 9,349 10,329 979 10.5  45,587
営 業 利 益 率 13.0% 13.7% 0.8P   14.8%

 ※構成比は、連結売上高に対する割合を表示しています。 

 
 
 
 
 
 

 

 売上高は、景気の低迷を受け経営コンサルティング案件およびシステムコンサルティング案件が大幅に減少したため、63 億円と

なり、営業利益は△3 億円となった。営業利益率は 6.9%から△5.9%へと 12.8 ポイント悪化した。 

 開発・製品販売の売上高は、保険業やサービス業、製造業向けが増加したものの、証券業向けが落ち込み、306 億円となった。 

 運用サービスの売上高は、前年同期に比べ株式市況が低迷し証券業向け共同利用型サービスなどが伸び悩むなか、証券業

主要顧客向けに大型のアウトソーシングサービスの提供を開始したこと、保険業向け共同利用型サービスや流通業向けシステ

ム運用が増加したことから、423 億円となった。 

 商品販売の売上高は、22 億円となった。 

 ＩＴソリューションサービス全体の売上高は 751 億円となった。 

 営業利益は、ソフトウエア投資の増加にともなう償却費の増加があったものの、システム運用を中心とした外部委託費の減少な

どもあり、103 億円となった。営業利益率は 13.0%から 13.7%へと 0.8 ポイント増加した。 
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（４）受注情報 
 
受注高 

 前第１四半期 

（20 年４月～６月）

当第１四半期

（21 年４月～６月）
前年同期比 

 金額 金額 増減額 増減率

 （百万円） （百万円） （百万円） （％）

コンサルティングサービス 11,458 10,093 △1,364 △11.9
 開発・製品販売 36,826 37,601 775 2.1
 運 用 サ ー ビ ス 16,627 22,860 6,233 37.5
 商 品 販 売 2,509 2,231 △277 △11.1
ＩＴソリューションサービス 55,962 62,694 6,731 12.0
合 計 67,420 72,787 5,366 8.0

 

受注残高 
 前第１四半期末

(20 年６月 30 日)

当第１四半期末

(21 年６月 30 日)
前年同期末比 

 金額 金額 増減額 増減率

 （百万円） （百万円） （百万円） （％）

コンサルティングサービス 7,906 6,966 △939 △11.9
 開発・製品販売 23,501 43,333 19,831 84.4
 運 用 サ ー ビ ス 99,832 116,967 17,134 17.2
ＩＴソリューションサービス 123,334 160,300 36,966 30.0
合 計 131,240 167,267 36,026 27.5
（ う ち 、 期 中 分 ） 129,994 164,246 34,251 26.3

 
 

 受注残高合計は 1,672 億円となり、うち、期中分については 1,642 億円となった。 

 コンサルティングサービスは、経営コンサルティングやシステムコンサルティング案件の減少により、69 億円となった。 

 開発・製品販売は、主に保険業向け案件の増加により、433 億円となった。 

 運用サービスは、証券業主要顧客向けに大型のアウトソーシングサービスの提供を開始したことなどにより、1,169 億円となった。 
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（５）外注実績 
 
セグメント別外注実績および売上実績に占める割合 
 参考： 

 前第１四半期 

（20 年４月～６月）

当第１四半期 

（21 年４月～６月） 
前年同期比 

 前年度 

（20 年４月～21 年３月）

 金額 割合 金額 割合 増減額 増減率  金額 割合 

 （百万円） （％） （百万円） （％） （百万円） （％）  （百万円） （％）

コ ン サ ル テ ィ ン グ サ ー ビ ス 1,113 15.1 922 14.6 △190 △17.1  5,309 16.2
 開発・製品販売 17,880 55.0 18,718 61.1 837 4.7  81,610 56.6
 運用サービス 9,426 25.4 8,106 19.2 △1,319 △14.0  34,526 23.2
Ｉ Ｔ ソ リ ュ ー シ ョ ン サ ー ビ ス 27,307 37.9 26,824 35.7 △482 △1.8  116,136 37.7
合 計 28,420 35.8 27,747 34.0 △673 △2.4  121,446 35.6

外注実績合計に対する、中国企業への外注実績および割合 

中 国 ｵ ﾌ ｼ ｮ ｱ 開 発 4,150 14.6 3,664 13.2 △486 △11.7  15,849 13.1

 
 

 

 システム運用の効率化により運用サービスの外部委託費が減少し、外注実績合計は 277 億円となった。 

 中国オフショア開発は、36 億円となった。 
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（６）キャッシュ・フロー 
 参考： 

 前第１四半期

（20 年４月～６月）

当第１四半期

（21 年４月～６月）
前年同期比

前年度 

（20 年４月～21 年３月） 

 
 

金額 

（百万円） 

金額 

（百万円） 

増減率 

（％） 

金額 

（百万円） 

  税金等調整前四半期（当期）純利益 10,566 10,563 △0.0 44,181 
  営業外損益項目の調整額（益：△） △1,059 △840 △20.6 △1,991 
  特別損益項目の調整額（益：△） 351 306 △13.0 7,549 
  減価償却費 4,600 6,774 47.3 20,763 
  営業債権・債務の増減額 11,915 11,681 △2.0 △3,283 
  引当金の増減額（減少：△） △5,735 △5,912 3.1 458 
  その他 1,452 4,061 179.6 △808 
  小計 22,093 26,634 20.6 66,869 
  利息および配当金 962 977 1.6 1,981 
  法人税等の支払額 △11,001 △11,912 8.3 △22,669 

営業活動によるキャッシュ・フロー 12,054 15,699 30.2 46,180 
  有形固定資産の取得による支出 △5,145 △3,721 △27.7 △14,105 
  無形固定資産の取得による支出 △4,542 △5,373 18.3 △57,862 
  小計：設備投資額 △9,688 △9,094 △6.1 △71,968 

 定期預金の預入による支出 － － － △6,874  

  定期預金の払戻による収入 － 3,562 － 6,929 
  有価証券等の取得による支出 △14,114 △252 △98.2 △29,365 
  有価証券等の売却及び償還による収入 12,005 2,030 △83.1 30,251 

  
連結の範囲の変更を伴う子会社株式
の売却による収入 

－ 664 － － 

  その他 4 17 308.0 32 
投資活動によるキャッシュ・フロー △11,792 △3,071 △74.0 △70,994 
フリー・キャッシュ・フロー 262 12,628 － △24,813 
（除く：資金運用目的投資 ※） 2,215 7,316 230.3 △27,877 
  短期借入れによる収入 － 4,000 － － 

  短期借入れの返済による支出 － △4,000 － － 

  ファイナンス・リース債務の返済による支出 △117 △72 △38.4 △388 
  自己株式の取得・処分（取得：△） △11,810 0 △100.0 △11,797 
  配当金の支払額 △5,022 △5,010 △0.2 △10,228 

財務活動によるキャッシュ・フロー △16,951 △5,082 △70.0 △22,414 
現金及び現金同等物に係る換算差額 149 △132 － △68 
現金及び現金同等物の増減額（減少：△） △16,539 7,412 － △47,296 
現金及び現金同等物の期首残高 75,524 28,228 △62.6 75,524 
現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高 58,985 35,641 △39.6 28,228 
現金及び現金同等物＋資金運用目的投資残高 88,565 53,499 △39.6 51,271 
※資金運用目的投資は、預入日から満期日までの期間が３ヶ月を超える定期預金および国債等への投資です。 

なお、投資活動によるキャッシュ・フローに含まれる資金運用目的投資は以下のとおりです。 

 定期預金の預入による支出 － － － △6,874 
 定期預金の払戻による収入 － 3,562 － 6,929  

 有価証券等の取得による支出 △13,952 △250 △98.2 △24,991 
  有価証券等の売却及び償還による収入 12,000 2,000 △83.3 28,000 

資金運用目的投資合計（支出：△） △1,952 5,312 － 3,064 
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（７）設備投資額 
 参考： 

 前第１四半期 

（20 年４月～６月） 

当第１四半期 

（21 年４月～６月） 
前年同期比 

 前年度 

（20 年４月～21年３月）

 金額 増減額 増減率  金額 

 
金額 

（百万円） （百万円） （百万円） （％）  （百万円） 

有 形 固 定 資 産 3,234 2,277 △956 △29.6  12,378
無 形 固 定 資 産 4,491 5,332 840 18.7  57,705
合 計 7,726 7,610 △116 △1.5  70,083

 

（８）減価償却費 
 参考： 

 前第１四半期 

（20 年４月～６月） 

当第１四半期 

（21 年４月～６月） 
前年同期比 

 前年度 

（20 年４月～21年３月）

 金額 増減額 増減率  金額 

 
金額 

（百万円） （百万円） （百万円） （％）  （百万円） 

有 形 固 定 資 産 2,691 2,777 86 3.2  12,045
無 形 固 定 資 産 1,909 3,996 2,087 109.3  8,717
合 計 4,600 6,774 2,173 47.3  20,763

 
（９）研究開発費 

 参考： 

 前第１四半期 

（20 年４月～６月） 

当第１四半期 

（21 年４月～６月） 
前年同期比 

 前年度 

（20 年４月～21年３月）

 金額 増減額 増減率  金額 

 
金額 

（百万円） （百万円） （百万円） （％）  （百万円） 

コンサルティングサービス 77 116 39 50.8  614
ＩＴソリューションサービス 653 615 △38 △5.9  3,489
合 計 731 732 0 0.1  4,104
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（１）損益概況 

【通期】 
 21 年３月期 

（実績） 

22 年３月期 

（予想） 
前年度比 

 金額 金額 増減額 増減率 

 （億円） （億円） （億円） （％） 

売 上 高 3,412 3,500 87 3
営 業 利 益 497 430 △67 △14
経 常 利 益 517 440 △77 △15
当 期 純 利 益 245 245 － －

営 業 利 益 率 14.6% 12.3% △2.3P
1 株当たり当期純利益(円) 125.54 125.95 0.41 －

 中 間 期 末 ( 円 ) 26 26 － －

期   末 ( 円 ) 26 26 － －

1 株当たり年間配当金(円) 52 52 － －

連 結 配 当 性 向 41.3% 41.3% －
 

【上期】 
 21 年３月期 

（実績） 

22 年３月期 

（予想） 
前年同期比 

 金額 
（億円） 

金額 
（億円） 

増減額 
（億円）

増減率 
（％） 

売 上 高 1,652 1,680 27 2
営 業 利 益 237 200 △37 △16
経 常 利 益 250 210 △40 △16
当 期 純 利 益 142 125 △17 △12
営 業 利 益 率 14.4% 11.9% △2.4P

 

【下期】 

 21 年３月期 

（実績） 

22 年３月期 

（予想） 
前年同期比 

 金額 
（億円） 

金額 
（億円） 

増減額 
（億円）

増減率 
（％） 

売 上 高 1,759 1,820 60 3
営 業 利 益 259 230 △29 △12
経 常 利 益 266 230 △36 △14
当 期 純 利 益 102 120 17 17
営 業 利 益 率 14.8% 12.6% △2.1P

 
 
 
 

平成 21 年 4 月 24 日公表の業績予想は変更しません。 
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（１）業種別売上高 
【通期】 

 

【上期】 

 

【下期】 

 
 
 
 

業種別売上高予想の内訳を変更しました。 

 21 年３月期 

（実績） 

22 年３月期 

（今回予想） 
前年度比 

22 年３月期 

（前回予想） 
前回予想差 

 金額 
（億円）

構成比 
（％） 

金額 
（億円）

構成比

（％）

増減額

（億円）

増減率

（％）

金額 
（億円） 

金額 
（億円）

比率 
（％）

 証 券 業 1,324 39 1,260 36 △64 △5 1,260 － －

 保 険 業 501 15 590 17 88 18 560 30 5
 銀 行 業 256 8 300 8 43 17 280 20 7
 その他金融業 286 8 270 8 △16 △6 290 △20 △7
金融サービス業 2,369 70 2,420 69 50 2 2,390 30 1
流 通 業 429 13 430 12 0 0 430 － －

そ の 他 産 業 等 614 17 650 19 35 6 680 △30 △4
合 計 3,412 100 3,500 100 87 3 3,500 － －

 21 年３月期 

（実績） 

22 年３月期 

（今回予想） 
前年同期比 

22 年３月期 

（前回予想） 
前回予想差 

 金額 
（億円）

構成比 
（％） 

金額 
（億円）

構成比

（％）

増減額

（億円）

増減率

（％）

金額 
（億円） 

金額 
（億円）

比率 
（％）

 証 券 業 668 41 620 37 △48 △7 620 － －

 保 険 業 212 13 270 16 57 27 260 10 4
 銀 行 業 121 7 150 9 28 24 130 20 15
 その他金融業 146 9 130 8 △16 △11 140 △10 △7
金融サービス業 1,148 70 1,170 70 21 2 1,150 20 2
流 通 業 216 13 210 12 △6 △3 210 － －

そ の 他 産 業 等 288 17 300 18 11 4 320 △20 △6
合 計 1,652 100 1,680 100 27 2 1,680 － －

 21 年３月期 

（実績） 

22 年３月期 

（今回予想） 
前年同期比 

22 年３月期 

（前回予想） 
前回予想差 

 金額 
（億円）

構成比 
（％） 

金額 
（億円）

構成比

（％）

増減額

（億円）

増減率

（％）

金額 
（億円） 

金額 
（億円）

比率 
（％）

 証 券 業 655 37 640 35 △15 △2 640 － －

 保 険 業 289 17 320 18 30 11 300 20 7
 銀 行 業 135 8 150 8 14 11 150 － －

 その他金融業 140 8 140 8 △0 △0 150 △10 △7
金融サービス業 1,220 70 1,250 69 29 2 1,240 10 1
流 通 業 212 12 220 12 7 3 220 － －

そ の 他 産 業 等 326 18 350 19 23 7 360 △10 △3
合 計 1,759 100 1,820 100 60 3 1,820 － －
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（２）セグメント別・品目別売上高 
【通期】 

 

【上期】 

 

【下期】 

セグメント別・品目別売上高予想の内訳を変更しました。 

 21 年３月期 

（実績） 

22 年３月期 

（今回予想） 
前年度比 

22 年３月期 

（前回予想） 
前回予想差 

 金額 
（億円）

構成比 
（％） 

金額 
（億円）

構成比

（％）

増減額

（億円）

増減率

（％）

金額 
（億円） 

金額 
（億円）

比率 
（％）

コンサルティングサービス 328 10 280 8 △48 △15 320 △40 △13
開発・製品販売 1,442 42 1,380 39 △62 △4 1,360 20 2
運用サービス 1,489 44 1,720 49 230 15 1,700 20 1
商 品 販 売 151 4 120 4 △31 △21 120 － －

IT ソリューションサービス 3,084 90 3,220 92 135 4 3,180 40 1
合 計 3,412 100 3,500 100 87 3 3,500 － －

 21 年３月期 

（実績） 

22 年３月期 

（今回予想） 
前年同期比 

22 年３月期 

（前回予想） 
前回予想差 

 金額 
（億円）

構成比 
（％） 

金額 
（億円）

構成比

（％）

増減額

（億円）

増減率

（％）

金額 
（億円） 

金額 
（億円）

比率 
（％）

コンサルティングサービス 167 10 130 8 △37 △22 150 △20 △13
開発・製品販売 688 42 650 39 △38 △6 650 － －

運用サービス 740 45 850 50 109 15 830 20 2
商 品 販 売 56 3 50 3 △6 △12 50 － －

IT ソリューションサービス 1,485 90 1,550 92 64 4 1,530 20 1
合 計 1,652 100 1,680 100 27 2 1,680 － －

 21 年３月期 

（実績） 

22 年３月期 

（今回予想） 
前年同期比 

22 年３月期 

（前回予想） 
前回予想差 

 金額 
（億円）

構成比 
（％） 

金額 
（億円）

構成比

（％）

増減額

（億円）

増減率

（％）

金額 
（億円） 

金額 
（億円）

比率 
（％）

コンサルティングサービス 161 9 150 8 △11 △7 170 △20 △12
開発・製品販売 754 43 730 40 △24 △3 710 20 3
運用サービス 748 43 870 48 121 16 870 － －

商 品 販 売 94 5 70 4 △24 △26 70 － －

IT ソリューションサービス 1,598 91 1,670 92 71 5 1,650 20 1
合 計 1,759 100 1,820 100 60 3 1,820 － －
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NNRRII 野野村村総総合合研研究究所所  

■ 経営関連 
・ ストックオプション（新株予約権）の発行内容確定に関するお知らせ （ 2009/07/15 ）

・ 支配株主等に関する事項について （ 2009/06/26 ）

・ ストックオプション（新株予約権）の付与に関するお知らせ  （ 2009/06/23 ）

・ 高校生向けに「NRI コンサル 1 日体験プログラム」を開始 

～ 7 月、11 月の参加校を募集 ～ 

（ 2009/05/19 ）

・ 「NRI 学生小論文コンテスト 2009 日本から未来を提案しよう！」を開催 

～ 全国の大学生・高校生・留学生から論文を募集 ～ 

（ 2009/05/11 ）

・ 『クロスメディア時代の広告力を解明する』をテーマにマーケティングの新たな法則や指標のアイデア

を募集 

～ シングルソースデータによる「マーケティングデータ分析コンテスト 2009」を開催 ～ 

（ 2009/04/27 ）

・ 2010 年 2 月、横浜駅東口に国内第 5 の拠点を開設 

～ 中長期成長を実現するためのオフィス基盤構築に向けて ～ 

（ 2009/04/24 )

    

■ 商品・サービス（コンサルティングサービス）           
・ 独自の評価手法を活用したブランド・コンサルティングサービスを開始 

～ ブランド価値を『情緒的価値』と『機能的価値』で評価 ～  

（ 2009/07/06 ）

・ インターネットユーザーの ID に関する意識についてアンケート調査を実施 

～ ユーザーの 9 割以上が ID・パスワードを複数のサイトで併用 ～  

（ 2009/06/11 ）

・ 「次世代農業に関するアンケート調査」を実施 

～ 7 割以上が「食料自給率の向上」と「食の安全確保」を重視 ～  

（ 2009/06/01 ）

・ 「日本株式トレーディングに関する実態調査」を実施 

～ 回答した資産運用会社の 8 割が代替執行市場拡大を期待 ～  

（ 2009/06/01 ）

・ 2014 年度までのワイヤレスブロードバンドの進展を予測した IT ロードマップを発表 

～ 高速・快適な通信環境により新たな情報活用を創出 ～ 

（ 2009/05/26 ）

    

■ 商品・サービス（IT ソリューションサービス）           
・ 指定信用情報機関接続ソリューション「Daybreak／PL」に2009 年12 月の割賦販売法改正に対応する

機能を追加 

（ 2009/07/15 ）

・ XML 技術を活用した生損保会社向け「約款作成支援システム」に「しおり約款作成支援機能」を追加

～ 保険法全面改正に向けた約款改定作業を軽減・効率化 ～ 

（ 2009/06/30 ）

・ 仮想空間を用いた新しい大学広報の実証実験を実施 

～ 3D 仮想空間ツール「SITECUBE」を活用したオープンキャンパスを九州大学 21 世紀プログラムで

実施 ～ 

（ 2009/06/23 ）

・ プロ向け市場と PTS 市場に対応した証券決済サービスの提供を開始 

～ ホールセール向け証券バックオフィスシステム「I-STAR」、ほふり決済照合システム接続サービス

「I-STAR/MX」に新機能追加 ～  

（ 2009/06/17 ）

・ 「Senju Operation Conductor Ver.10.0」と「Senju Service Manager Ver.10.0」の販売を開始 

～ 仮想環境での複雑な運用管理・障害対応の一元管理を実現 ～ 

（ 2009/06/01 ）

・ ファイルサーバーを統合管理し、ドキュメントを保護するソリューション「File Server Protector」を発売 

～ 安全かつ効率的な電子ドキュメントの共有を実現 ～ 

（ 2009/05/27 ）

・ 新聞記事などのテキストデータから企業活動に関する情報を自動抽出する技術を開発 

～ 意味や概念を指定した企業情報検索を実現 ～ 

（ 2009/05/26 ）

・ 証券バックオフィス業務システム「STAR-IV」で株券間接口座管理サービスの提供を開始 （ 2009/05/25 )

・ SI フレームワーク「ObjectWorks+」の最新版（R1.5）を発売 

～ テストや標準化のための作業を平易にし、システム開発の品質向上とコスト削減を同時に実現 ～

（ 2009/05/21 ）
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・ 「OpenStandia ソリューション / 統合 ID 管理」を提供 

～ オープンソースを連携し企業内統合 ID 管理を低コストに実現 ～ 

（ 2009/05/21 ）

・ インターネット上のブログデータのダウンロード・分析機能を搭載「TRUE TELLER テキストマイニン

グ」Ver6.0 に 6 月より機能追加 

～ 風評や体験談、プロモーション効果をテキストマイニング分析 ～ 

（ 2009/05/12 ）

・ 商用 DB からオープンソース DB への移行支援サービスを開始 

～オープンソースでソフトウエアコストを従来の約 1/3 に削減～ 

（ 2009/04/22 ）

 

NNRRII セセキキュュアアテテククノノロロジジーーズズ  
・ 「SecureCube / Access Check」の機能を強化し、英語版も発売 

～ 暗号化通信「HTTPS」のアクセス制御・監査機能を日本で初めて実装 ～ 

（ 2009/05/28 ）

 

NNRRII ササイイババーーパパテテンントト  
・ 「サイバーパテントデスク2」で引用･被引用関係をビジュアル表示する引用マップサービスの提供を開

始  

～ 特許の影響力を瞬時に把握することが可能に ～ 

（ 2009/06/15 ）

・ 返金保証付き先行技術調査サービスの提供を開始 

～ 登録に至らなかった出願手数料の全額または一部を返金 ～ 

（ 2009/04/24 )

 

ユユビビーーククリリンンクク  
・ iPhone OS 3.0 向けナビアプリ「全力案内！ナビ」を発売  

～リアルタイムでの音声案内、文字ガイダンス、ルート自動再検索機能を搭載したカーナビ機能を

iPhone で実現～ 

（ 2009/07/03 ）

 
 



Ⅳ．補足資料 （株）野村総合研究所
2009年７月24日

平成21年３月期 平成22年３月期 参考：平成21年
第１四半期 第１四半期 ３月期通期
(百万円) (百万円) (百万円)

【連結損益計算書】

売上高 79,495 81,521 341,279

コンサルティングサービス 7,380 6,336 32,866

ＩＴソリューションサービス 72,114 75,184 308,413

開発・製品販売 32,513 30,638 144,249

運用サービス 37,083 42,314 148,985

商品販売 2,517 2,231 15,178

売上原価 56,517 58,129 240,854

売上総利益 22,977 23,392 100,425

百分比（％） 28.9% 28.7% 29.4%

販売費及び一般管理費 13,118 13,438 50,711

貸倒引当金繰入額 - - 118

役員報酬 307 304 1,242

給与及び手当 3,312 3,686 16,272

賞与引当金繰入額 1,922 2,146 3,826

退職給付費用 462 532 1,690

福利厚生費 786 855 3,165

教育研修費 352 415 1,250

不動産賃借料 1,128 1,094 4,428

事務委託費 1,927 1,596 8,168

旅費及び交通費 404 297 1,379

器具備品費 356 346 1,346

減価償却費 216 318 978

うち研究開発費 731 732 4,104

コンサルティングサービス 77 116 614

ＩＴソリューションサービス 653 615 3,489

営業利益 9,859 9,953 49,713

百分比（％） 12.4% 12.2% 14.6%

コンサルティングサービス 509 △376 4,126

ＩＴソリューションサービス 9,349 10,329 45,587

消去又は全社 0 0 △ 0

営業外収益 1,164 1,008 2,302

受取利息 275 110 943

受取配当金 832 831 1,043

投資事業組合運用益 5 - 5

持分法による投資利益 28 - 143

その他 22 66 167

営業外費用 109 101 284

支払利息 3 6 13

投資事業組合運用損 79 38 130

持分法による投資損失 - 56 -

その他 26 0 141

経常利益 10,915 10,860 51,731

百分比（％） 13.7% 13.3% 15.2%

特別利益 3 13 625

投資有価証券売却益 - 3 372

関係会社株式売却益 - - 252

貸倒引当金戻入額 3 9 -

特別損失 351 309 8,175

ソフトウエア評価損 - - 3,050

投資有価証券評価損 - 309 3,758

関係会社株式売却損 - - 137

関係会社株式評価損 - - 876

リース会計基準の適用に伴う影響額 351 - 351

税金等調整前四半期（当期）純利益 10,566 10,563 44,181

法人税、住民税及び事業税 4,515 4,443 23,560

法人税等調整額 - - △3,891

少数株主損失 - △ 4 -

四半期（当期）純利益 6,051 6,124 24,513

１株当たり四半期（当期）純利益（円） 30.63 31.48 125.54

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益（円） 28.88 29.66 118.29

【業種別売上高】

売上高 79,495 81,521 341,279

金融サービス業 55,295 57,069 236,915

証券業 32,774 31,100 132,460

保険業 9,129 13,402 50,161

銀行業 6,039 6,532 25,672

その他金融業 7,351 6,034 28,621

流通業 10,843 10,594 42,925

その他産業等 13,356 13,857 61,438

主な相手先別の販売実績

野村ホールディングス㈱ 23,545 22,563 97,240

㈱セブン＆アイ・ホールディングス 9,500 9,797 38,183
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